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○長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱（抜粋） 

平成19年３月30日 

長崎県告示第460号の９ 

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱を次のように定める。 

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱 

（趣旨） 

第１条 福祉保健部（福祉保健部こども政策局を除く。）の所管に係る補助金等の交付については、長崎県補

助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

（補助金等の名称等） 

第２条 規則第３条の補助金等の名称、目的及び率又は額並びに補助事業の内容は、別表のとおりとする。 

（申請書の提出時期等） 

第３条 規則第４条の交付申請書を提出することができる時期は、別に定める期日までとする。 

２ 補助金等の交付の申請をしようとする者は、その申請時に仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に

含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて

得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において仕入れに係る消費税等相当額が

明らかでない場合については、この限りでない。 

（申請の取下げのできる期限） 

第４条 規則第８条第１項の申請の取下げをすることができる期日は、補助金等の交付の決定の通知を受けた

日から15日を経過した日とする。 

（状況報告等） 

第５条 補助事業者等は、規則第11条第１項の補助事業等の遂行の状況については、実施状況報告書により報

告しなければならない。ただし、知事が必要でないと認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の実施状況報告書の提出期限等については、別に定める。 

３ 第１項の場合において、第７条第２項の概算払請求書を提出したときは、当該書類をもって、実施状況報

告書に代えることができる。 

４ 規則第11条第２項第１号の軽微な変更は、別に定める場合を除き、次のとおりとする。ただし、補助額の

変更を伴わないものに限る。 
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(１) 補助目的の達成に何らの支障がないと認められる経費の配分の変更 

(２) 対象経費の総額が２割を超えない範囲内での増減 

（実績報告等） 

第６条 規則第13条第１項の実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。ただし、知事が必要でない

と認めるものについては、これを省略することができる。 

(１) 事業報告書 

(２) 収支精算書 

(３) その他知事が必要と認める書類 

２ 規則第13条第１項の実績報告書の提出期限は、別に定める場合を除き、事業の完了した日から30日を経

過した日（同項後段の場合には、翌年度の４月10日）とする。 

３ 第３条第２項ただし書の規定により補助金等の交付の申請をした者は、第１項の実績報告書を提出する場

合において、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったときには、この金額を補助金等の額から減額し

て知事に報告しなければならない。 

４ 補助金等の交付の申請をした者は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の

申告により仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、この金額（減額して申請又は報告した場合に

あっては、その金額のうち減じて申請又は報告した額を上回る部分の金額）を補助金等の額から減額して仕

入れに係る消費税等相当額報告書により速やかに知事に報告しなければならない。この場合において、知事

は、当該金額の返還を請求するものとする。 

（補助金等の交付） 

第７条 規則第16条第１項の交付請求書に添付すべき書類は、次のとおりとする。ただし、知事が必要でない

と認めるものについては、これを省略することができる。 

(１) 請求内訳書 

(２) 出来高調書 

(３) 事業の実施における契約書の写し 

(４) その他知事が必要と認める書類 

２ 補助金等は、概算払の方法により交付することができる。この場合において、規則第16条第２項において

準用する同条第１項の概算払に必要な書類は、概算払請求書のほか前項各号に掲げる書類と同様とする。 

（財産の処分の制限等） 

第８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財産等」という。）に

ついては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 
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２ 規則第20条ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に

定められている財産については同省令に定められている耐用年数に相当する期間とする。ただし、これによ

り難いときは、別に定めるところによる。 

３ 規則第20条第２号の機械及び重要な器具は、別に定める場合を除き、取得財産等のうち１件当たりの取得

価格又は効用の増加価格が、50万円以上の機械及び器具とする。 

４ 知事は、補助事業者が規則第20条の規定による承認を得て取得財産等を処分したことにより収入があった

と認められるときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

（交付手続の特例） 

第９条 補助金等の交付については、規則第21条の規定により、規則第16条第１項に規定する交付請求書の

提出を省略することができる。 

（帳簿の整備等） 

第10条 補助金等の交付を受けた者は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整

備し、これを当該事業の完了の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、補助金等の交付申請書等の添付書類その他の補助金等の交付について

必要な事項は、別に定める。 

 

別表（第２条関係）（抜粋） 

国保・健康増進課関係 

 補助金の名称 交付の目的 補助事業の内容、対象経費等 補助率又

は額 

補助対象者 

８ 長崎県医療機

関オンライン

資格確認支援

事業費補助金 

難病医療費助成制度に

おいて、マイナンバー

カードを受給者証とし

て利用するための環境

整備を図る。 

オンラインで受給資格情報を確認す

るために必要なシステム（レセプトコ

ンピューター）改修に要する経費。た

だし、補助対象経費の基準は、知事が

別に定める。 

10分の10

以内 

難病の患者に対す

る医療等に関する

法律（平成26年法律

第50号）に定める指

定医療機関 

 


